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携
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な
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か
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睦
が
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ビ
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供
す
る
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われわれは 、
日々
いかにし

て生きているだろ、っか 。

自宅の前の道は自分で掃除

し 、
自動車のメンテナンスも

ある程度は自分でやるかもし

れない 。
ベランダで野菜を栽

培している人も多いし 、
古着

をリサイクルするのも珍しく

はない 。
そもそも 、
親は子供

を育てているし 、
老親の介護

も家庭内で行う 。
家事は立派

なサービスである 。
隣近所で

地域清掃をしたり 、
冠婚葬祭

の手伝いをすることも良くあ

る話だ 。
こうした自助・
共助

は生活の基本だ 。

だが 、
生きてい
く上で必要

なすべてのことを 、
自助・
共

助で手に入れられるわけでは

ない 。
普通 、
必要なサービス

は代金を支払って確保してい

る 。
交通手段が必要なら 、
自

分の
収入で
自動車を
買っ
た

り 、
切符を
買っ
て電車に
乗

る 。
何か食べたければ 、
自分

の財布から直接お金を出して

スーパ
ーで

食べ
物を
買っ
た

り 、
定食屋で食事する 。
人々

を満足させられるサービスは

多くの入が購入して事業を拡

大する 。
満足させられなけれ

ば 、
い
ずれはつぶれる 。
一
所

懸命経営努力して売れるサー

ビスを作り出し 、
人々
は最小

の費用で最大の効用を得るこ

とができる 。
これが自由主義

経
演の市場メカニ
ズ
ムであ

九v 。しかし 、
市場に委ねていて

は十分に供給されないサービ

スもある 。
安全・
安心 、
福祉

や教育のため 、
われわれは 、

政府を作りサービスの提供を

委ねた 。
その裏付けとして税

金を取る権利(徴税権)
を与

えた 。
自助・
共助でも市場で

も供給できないものを確保す

るために 、
はじめて政府が登

場するのである 。

順
番を間違えてはい
けな

LV

 

「まず 、
自助・
共助 、
次い

で
市場 、
最後に
政府」
で
あ

る 。
最初の二つで必要なサー

ビスを確保することができれ

ば 、
政府は小さくてすむ 。
税

金の安い
暮らしゃすい
社会に

なる 。

だが 、
いつの頃からか 、
わ

れわれ市民は政府に依存し何

でも頼るようになっ
た 。
文化

やスポーツの公共施設を作れ

と陳情した 。
雪が降れば雪一一か

きしてくれと市役所に電話し

た 。
役人は税金をあたかも自

分で稼いだ金のように誤解し

た 。
税金を配分する仕事を独

占し手放さなくなった 。
行政

を監視するはずの議員自身が

利益を誘導する行動を取るよ

うになり 、
税金を使う方の施

策が主
張された 。
かくして 、

負債とい
う名の次世代へ
のつ

けが積み重なり 、
財政は肥大

化していっ
た 。

今 、
我々
が行うべ
きことは

別に難しいことではない 。「自

助・
共助 、
次いで市場 、
最後

に政府」
の原理を思い出すこ

とだ 。横浜市の共創事業は 、
公共

サ1ピスを行政の独占状態か

ら開放し 、「民間事業者と行

政の対話により連携を進め 、

相互の知恵とノウハ
ウを結集

して新たな価値の創出に向け

た
取組」(共創推進の
指針)

を行うことであり 、
この原理

を実際に地域の現場で応用し

ようとしている画期的な取組

で占める 。
2 

ppp
の
トライアン
グル

「自助・
共助 、
次いで市場 、

最後に政府」
の原理は 、
最近

筆者が用いているpppのト

ライアングルの概念にほぼ等

しい 。ppp
のトライアン
グル

は 、
スウェ
ーデンの政治学者

ベ
クター-
ペストフ氏が考案

したものが原型だ 。
社会福祉

サービス分野における地域内

のボランティア 、
民間の有料

サービス 、
政府の公的扶助な

どの相互関係を見事に記述し

ているペストフ氏のトライア

ングルを 、
筆者が日本のpp

pの現状に適用できるように

拡張したものである 。

こ
れによ
り 、
現
実の
公
共

サービスがどのような仕組み

で実施されているかを把握す

ることができる 。

図1の地域 、
市場 、
政府は

公共サービスの提供主体であ

る 。「自助・共助 、次いで市場 、

調査季報叫.168・初11.3・02

華根
本
祐
二

東洋大
学経
済学
研究
科教
授

最後に政府」
の主体がそれぞ

れ位置している 。

地域は 、
家庭内の自助・
共

助の他 、
ボランティアを含ん

でいる 。
NPOの非営利活動

はこの領域に位置する 。
町内

会は地域の組織だが行政から

の補助金の受け皿になる場合

などは 、
公式性に近づいてお

り 、
地域と政府の重なり合う

三角形に位置する 。

市場は民間企業である 。
N

POでも営利事業を行う場合

は市場の領域に位置する 。
企



業のC
SR
など
非営利活動

は 、
市場と地域の聞の重なり

合う三角形に位置する 。

政府は困 、
地方自治体など

の公権力を
有する
機関であ

る 。
公権力を持たない
公社 、

公団 、
第三セクター
などは 、

政府と市場の聞の重なり合う

三角形に位置する 。

三つの主体の性格をより分

かりゃすく把握するには3本

の補助線が有効である 。

水平方向の線は 、
立法 、
徴

税などの公権力を有する政府

かそうでないか(非政府)
と

い
う組織区分線である 。
政府

は当然政府であり 、
市場と地

域は非政府である 。

右上がりの棋は 、
営利か非

営利かとい
う目的区分線であ

る 。
市場は
当然営利であり 、

政府と地域は非営利である 。

右下が
りの
線は
結構難し

い 。
筆者は 、
公共サービスを

継続的に提供する法的義務を

負うかどうか 、
特に 、
資金調

達を自立的に行えるかどうか

の公式・
非公式とい
う責任区

分線と定義付けている 。
政府

と市場は法的義務を負っ
て活

動している存在であり 、
常に

責任が求められる 。
これに対

して地域は必ずしもそうでは

なしたとえば 、
1週間に1
回 、

高校生のボランティアが一
人

暮らしのお年寄りの話し相手

になるボラン
ティ
ア活動が

あっ
たとする 。
お年寄りは毎

週その日を首を長くして待っ

ている 。
高校生もボランティ

ア活動を通じて 、
思いやりゃ

助け合いの精神を学ぶととも

に 、
お年寄りの知恵を吸収で

きる ロ
具合が悪そうであれば

病院や保健所に連絡すること

もできる 。
こうした活動が不

要だとい
う人はい
ない 。
だ

が 、
ある日 、
その高校生が都

合で行けなくなり 、
代わりも

見つからなかったとする 。
楽

しみにして待っ
ていたお年寄

りを落胆させる 、
あるいは病

気の早期発見が遅れてしまう

とい
う弊害が生じかねない 。

このボランティア高校生にけ

しからんとい
えるだろうか 。

もちろん
言えない ロ
義務を

負っ
てい
ない
からだ 。
もし 、

そうしたザlピスを地域の公

共サービスとして安定的に維

持するためには 、
行政自ら行

うか 、
民間企業やNPOに委

託料を支払っ
て委託するしか

ない 。
安定化するが 、
サービ

スの
本質はまっ
た
く別物に

なっ
ている 。

3 

3
つ
の
セ
ク
タ
ー

3本の補助線でセクター別

の性格が分かる 。

市場は「非政府・
営利・
公

式」
を特徴とする 。
効率的に

行動できるが 、
営利が目的の

ため利益率の低いことはでき

ない 。
安全・
安心 、
教育 、
福

祉のように市場だけでは 、
十

分にサービスの供給ができな

いことを「市場の失敗」
と呼

ぶ 。政府は「政府・
非営利・
公

式」
を特徴とする 。
公共的な

役割を果たすことに適してい

るが 、
公共的な仕事であるが

ゆえに非効率でも構わないと

考えがちであること 、
費用や

効果が客観的に示きれないた

めに肥大化しやすいこと(ソ

フトバジェット)
などの「政

府の失敗」
が起こる 。

地域は「非政府・
非営利・

非公式」
を特徴とする 。
柔軟

に非営利活動を
実施で
きる

が 、
非公式の存在ゆえに法的

責任がなく 、
確実に提供する

義務を負っ
ていないがゆえに

無責任になる
傾
向があるこ

と 、
また 、
それを厳しくとが

められないことが「地域の失

敗」
である 。

三者の
欠点を
整理すると 、

「金もうけ主
義の市場」 、「親

方日の丸の政府」 、
「気まぐれ

な地域」
とでも言えるだろう

か 。「市場の
失敗」
も「政府

の失敗」
も「地域の失敗」
も 、

それぞれのシステムが内在す

る本質的な問題であり 、
一
部

の例外的な事例をもっ
て 、
本

質的な課題が解決したと誤解

営利

政府

pppのトライアングル

非営利

図1

非公式

しないことが重要である 。

4一

室
の
p
p
p

地域と市場と政府が 、
それ

ぞれに課題と制約があること

を自覚して 、
最善のサービス

提供方法を
考え連携するこ

と 、
それが公民連携(ppp

・--
EEn\司
吾、mg
EHERmEU)

(注1)
である 。

pppの
世界的な定義で

は 、
単なる協働関係だけでは

なく 、「リス
クとリターンの

設計」 、
「契約によるガパナン

ス」
とい
うごつの大きな要素

が求められている 。

非政府

ベクター・ベストフの社会福祉のトライアングルを
根本がpppに拡張したもの

(
注
1)
東
洋
大
学
p
p
p
研
究
セ
ン
タ
ー

で
は、
N
c
p
p
p
な
ど
世
界
の
機
関
の
定

義
を
参
考
に、
p
p
p
を
(
狭
義)
「
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
や
地
境
経
済
の
再
生
な
ど

何
ら
か
の
政
策
目
的
を
持
つ
事
業
が
実
施
さ

れ
る
に
あ
た
っ
て、
官
(
地
方
自
治
体、
国

等)
と
民
(
民
周
企
業、
N
P
0、
市
民
等)

が
目
的
決
定、
施
設
建
設・
所
有、
事
業
運
営、

資
金
調
達
な
ど
何
ら
か
の
役
割
を
分
担
し
て

行う
こ
と。
そ
の
際、(
l)
リ
ス
ク
と
リ
タ
ー

ン
の
設
計、
(
2)
契
約
に
よ
る
ガ
パ
ナ
ン

ス
の
2
つ
の
原
則
が
行
わ
れ
る
こ
と。」、
(
広

義)
「
何
ら
か
の
政
策
目
的
を
持
つ
事
業
の

社
会
的
な
費
用
対
効
果
の
計
測、
お
よ
び、

も
っ
と
も
高
い
官、
民、
市
民
の
役
割
分
担

を
検
討
す
る
こ
と。」
と

定義
し
て
い
る。
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この定義は 、
pppの中で

も 、
PFI(司
丘一語宮町，ESS

E
E号。)
や指定管理者など 、

政府と市場の聞の契約行為に

よっ
て実現しているもの(H

狭義のppp)
にうまく当て

はまる 。
狭義のpppでは 、
政府と

市場の二つの主体が混在する

が 、
政策目的の決定を政府が

担うことで公共性を担保する

とともに 、
事業実施を市場に

ゆだねることで効率性を実現

できる 。
民は官との契約内容

を実現しない限り収入を得ら

れず 、
また 、
契約解除により

その機会を喪失してしまうの

で 、
必然的に契約は
守られ 、

公共性が実現される 。
市場原

理を巧みに用いたこのインセ

ンテイプ・
システムが 、
狭義

のpppを安定させ 、
行政と

並ぶ公共サービスの提供手段

を確保できるようになっ
た 。

5 

新しい
公共

だが 、
狭義のpppは契約

概念に拘泥しているため 、
契

約になじみにくい地域をあま

り考慮していない 。
実際 、
資

産所有や資金調達を含むもっ

とも責任の重いppp形態で

あるPFーでは地域が表舞台

に立つことはない 。

ここに登場してくるのが新

しい
公共だ 。「さまぎまな当

事者の自発的な協働」
と政府

が
定義してい
る「新しい
公

共」
は 、
狭義のpppの契約

概念とは別に 、
自発性を強調

している 。
図1のpppのト

ライアングルでは中央に位置

する 。「非政府・非営利・公式」

を特徴としているため 、
それ

が実現すれば最適の公共サー

ビス提供主体になれる 。

確かに 、
社会には 、
市民の

自助・
共助 、
ボランティアが

広範に存在しているが 、
契約

に基づいて法的に強制できる

ものではない 。
また 、
自発的

な協働は 、
資産を保有したり

負債を負っ
たりすることがさ

らに不得手だ 。
実際 、
現在の

日本で 、
組織の信用だけで資

金調達を行っ
ている非営利組

織(NPO)
はほとんどない 。

政府と市場の聞での関係が契

約概念によっ
て格段に進化し

た一
方 、
地域と政府 、
地域と

市場の聞の関係にはそれに相

当するものがない 。
契約にな

じまないとい
うのはその通り

だが 、
では 、
その代わりに何

によっ
て安定化させるのか 、

相手方に負担をかけずに信頼

してもらえるのかの説得力が

なければ建設的な議論にはな

らない 。
「新しい
公共」
が「ないも

の
ねだ
り」 、「善意の

押しつ

け」
にならず 、
目に見えて進

むためには 、
公式化の目処を

立てる必要がある 。

6 

横
浜
市
共
創
推
進
事
業
本
部

の
膏轟

このように 、
地域にも市場

にも政府にも一
長一
短があ

る 。
必要なのは得意技を交換

して弱点を補い合うバ
ランス

感覚とパ
ートナーシップの精

神であり 、
公共事業 、
民間ビ

ジネス 、
公民連携のい
ずれか

が常に最善とい
う教条主義で

はない 。
横浜市共創推進事業本部

は 、
以上をすべて包含する包

括的な概念としての公民連携

を推進してきた 。
一
つの部署

が多様な選択肢の担当を任さ

れることで 、
縦割りの制度の

制約から解き放され 、「何ら

かの政策目的を持つ
事業の社

会的な費用対効果のもっ
とも

高い
官 、
民 、
市民の役割分担

を
検討することよ
とい
う広

義の公民連携を実現しうる役

割を担っ
ている 。

PFI 、
指定管理者 、
構造

改革特区 、
ネーミングライツ

など 、
共創推進事業本部が所

管している制度手法は 、
多く

の場合根拠となる法制度があ

り 、
他の自治体ではそれに基

づいて縦割りの管理をされて

いる 。
たまたま 、
最初に考え

た部署がPFIなり指定管理

者の
担当だっ
たとい
う理由

で 、
その手法が選択されるの

はいかにも不合理だが 、
実際

にはそれに近いことが行われ

ている 。
図2は 、
行政が自分のもっ

ている情報だけで公民連携の

手法や内容を決めてしまうこ

とで 、
最善のソリュ
lション

からずれてしまう「官の決定

権問題」
を図示したものであ

る 。近年の風潮として官民は事

前に直接接触することが原則

として禁止されている 。
その

こと自体は 、
癒着や談合の発

生を防止するため当然である

が 、
一
方では 、「民のことを

良く知らない官が一
方的に決

めてしまう」
とい
う弊害を生

んでいる 。
その結果 、
民でも

取れないリスクを無理に取ら

せようとしたりすることがあ

る 。
また 、
本来は公民連携で

十分に実施できるものが直営

のままになることもあること

はさらに数多い 。
公民連携に

なっ
たとしても 、
民の自由度

の低い
事実上の仕様発注の例

も多い 。
い
ずれも 、
民の知恵

の発揮には限界がある 。

直接接触禁止ルールを変え

ないで対処する方法が 、
アド

バ
イザーを活用することだ 。

普段から直接民と接触して民

のことをよく知っ
ているコン

サルタントがその任に就くこ

とが一
般的だ 。

これを行政庁内組織したの

が共創推進事業本部だ 。
共創

推進事業本部は 、
民聞からの

人材を受け入れ 、
頻繁に民間

と議論し 、
民聞からの提案も

受け付
けるとい
う素地の上

で 、
公民連携に関するさまざ

まな制度手法ゆ二
元的に管理

した 。
実際に事業を行う部署

が別部署である 、
あるいはそ

の部署と分担するとしても 、

役所内で民の原理をよく知り

説明する能力を有している共

創推進事業本部が「宮内部の

アドバ
イザー」
となること

で 、
官の決定権問題を緩和し

てきた 。
共創推進事業本部は 、
来年

図2 官の決定権問題
G漕前の直畿のコミZニケー

ションが禁止されている

②直1\0);:とを良〈知らない官 | ③民の知恵の発揮
が一方的に誌めてしまう | に限界がある
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度
よ
り
組
織
を
改
変
し、
政
策
局

共
創
推
進
室
と
な
る
こ
と
が
予
定

さ
れ
て
い
る
が、
期
待
さ
れ
る
役

割
は、
横
浜
市
役
所
と
い
う
巨
大

な
官
僚
組
織
が
「
官
の
決
定
権
問

題」
を
発
生
さ
せ
る
こ
と
の
な
い

よ
う、
民
間
の
原
理
や
意
向
を
十

分
に
把
握
し
た
上
で、
内
部
ア
ド

バ
イ
ザ
ー
と
し
て
機
能
し
続
け
る

こ
と
だ。

7 

社
会
資
本
の
老
朽
化
と
共
創

推
進
室
の
役
割

最
後
に、
現
在、
筆
者
が
最
も

力
を
入
れ
て
い
る
社
会
資
本
老
朽

化
問
題
と
の
関
連
で、
新
生
共
創

推
進
室
の
役
割
を
論
じ
た
い。

横
浜
市
に
限
ら
ず、
国
も
地
方

も、
近
年
の
税
収
低
迷
や
福
祉
等

の
費
用
の
増
加
の
た
め
に
社
会
資

本
整
備
に
割
く
予
算
が
ど
ん
ど
ん

減
っ
て
い
る。
最
近
の
G
D
P

ベ
l
ス
の
公
共
投
資
(
公
的
資
本

形
成)
は、
過
去
の
ピ
l
ク
だ
っ

た
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
景
気
対
策
期

の
却
兆
円
の
半
分
の
m
兆
円
し
か

な
い。
一
方
で
は、
公
的
社
会
資

本
ス
ト
ッ
ク
は
増
加
し
て
お
り、

今
後、
多
額
の
更
新
投
資
負
担
が

生
じ
る
予
定
で
あ
る。

図
3
は、
名
目
G
D
P
に
お
け

る
公
共
投
資
(
公
的
資
本
形
成)

と
公
的
社
会
資
本
ス
ト
ッ
ク
の
関

係
を
図
示
し
た
も
の
で
あ
る。「
増

大
す
る
更
新
投
資
需
要
を
減
少
す

る
公
共
投
資
予
算
で
ま
か
な
う」

と
い
う
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
が
表
れ
て

い
る。筆

者
が、
内
閣
府
P
F
I
推
進

委
員
会
の
場
で
発
表
し
た
試
算
に

よ
る
と、
公
共
施
設
(
H
ハ
コ
も

の。
学
校・
病
院・
公
営
住
宅・

庁
舎・
社
会
教
育
施
設
な
ど
て

道
路、
橋
り
ょ
う、
上
水
道
管、

下
水
道
管
の
現
在
の
ス
ト
ッ
ク
を

印
年
間
(
道
路
舗
装
は
四
年
間)

で
更
新
す
る
た
め
に
は、
現
在
の

公
共
投
資
を
1・
3
倍
に
増
額
す

る
必
要
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る。

さ
ら
に、
詳
細
な
推
計
を
行
っ
た

先
行
自
治
体
(
注
2)
で
は、
そ

れ
ぞ
れ、
現
在
の
公
共
投
資
予
算

の
1・
5
1
3
倍
の
確
保
が
必
要

と
試
算
さ
れ
て
い
る。
税
収
減
と

扶
助
費
等
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る

中
で
の
こ
の
数
字
は
将
来
に
大
き

な
不
安
を
抱
か
せ
る
も
の
で
あ

ヲ心。図
4
は、
首
都
圏
1
3
8
自
治

体
の
人
口一
人
当
た
り
公
共
施
設

延
床
面
積
を
比
較
し
た
も
の
だ。

(
注
3)

こ
の
指
標
は、
自
治
体
別
の
社

会
資
本
ス
ト
ッ
ク
の
大
小
を
簡
単

に
把
握
で
き
る
共
通
指
標
と
し
て

用
い
て
い
る。
横
軸
が
人
口
規

模、
縦
軸
が
人
口一
人
当
た
り
公

共
施
設
延
床
面
積
だ。
上
に
行
け

ば
行
く
ほ
ど
面
積
が
大
き
い、
つ

ま
り
ハ
コ
が
多
い
こ
と
を
示
し
て

い
る。
公
共
施
設
に
は
人
口
規
模

に
よ
ら
ず
必
要
な
も
の
が
あ
る
た

め、
相
対
的
に
人
口
規
模
が
小
さ

い
ほ
ど一
人
当
た
り
公
共
施
設
延

床
面
積
は
増
え
る
傾
向
に
あ
る。

図
4
の
右
下
が
り
の
直
線
は
両
者

の
負
の
相
関
関
係
を
示
し
て
い

る。図
4
で一
番
右
端
の
点
が
横
浜

市
を
示
し
て
い
る。
一
人
あ
た
り

延
床
面
積
2・
u
d
は、
全
体
平

均
2
・
必
ぱ
は
も
ち
ろ
ん
政
令
市

平
均
2・
4
d
よ
り
大
き
い。
人

口
規
模
を
考
え
る
と
「
か
な
り
多

い」
と
言
え
る。
こ
の
ま
ま
で
は、

更
新
投
資
破
綻
し
て
し
ま
い
か
ね

な
い。ま

ず、
市
全
体
の
デ
l
タ
を
正

確
に
把
握
す
る
必
要
が
あ
る。
一

人
当
た
り
公
共
施
設
延
床
面
積
が

l・
∞m
d
の
秦
野
市
で
す
ら、
将

来
の
更
新
投
資
予
算
の
大
幅
不
足

が
予
測
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
考
え

る
と、
横
浜
市
の
場
合
は
さ
ら
に

厳
し
い
と
覚
悟
し
て
お
く
必
要
が

あ
る
。
(
注
4)

も
ち
ろ
ん、
嘆
く
だ
け
で
は
ら

ち
が
あ
か
な
い。

ま
ず、
将
来
の
人
口
減
少
も
見

込
ん
で、
更
新
投
資
の
優
先
順
位

付
け
を
行
う
必
要
が
あ
る。
縦
割

り
の
部
署
に
任
せ
て
い
て
は
そ
れ

ぞ
れ
が
部
分
最
適
を
主
張
し
収
拾

が
つ
か
な
く
な
る
だ
ろ
う
か
ら、

横
断
的
な
部
署
で
全
体
最
適
を
考

え
る
必
要
が
あ
る。

更
新
を
決
め
た
社
会
資
本
に
関

し
て
は
費
用
対
効
果
を
最
大
化
す

る
方
法
を
考
え
る。
長
寿
命
化・

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
能
向
上
な
ど

の
技
術
面
は
も
と
よ
り、
機
能
転

換
や
複
合
化
な
ど
の
利
用
面、
事

業
運
営・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
・
付
帯

事
業
な
ど
の
運
営
面、
利
用
料
収

入
や
税
収
増
加
を
財
源
に
す
る
等

の
新
し
い
金
融
技
術
を
生
か
す

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
面
な
ど、
さ
ま
ざ

ま
な
民
間
の
ア
イ
デ
ア
が
生
き
て

く
る。
民
間
の
こ
と
を
良
く
知

り、
知
恵
を
誘
導
で
き
る
部
署
が

関
与
す
る
必
要
が
あ
る。

こ
う
し
た
役
割
は、
企
業
で
い

え
ば
C
F
O
(
n
E
民

出国
自己
色

。
由
8円)
に
相
当
す
る
と
思
う。

新
生
共
創
推
進
室
に
は、
是

非、
こ
の
問
題
を
積
極
的
に
考
え

中
核
的
役
割
を
担
っ
て
ほ
し
い
と

田
?
っ。

(
注
2)

神
奈
川
県
内
で
は
藤
沢
市、

秦
野

市
が
公
表
し
て
い
る。

そ
の
他、

千
葉
県
習

志
野
市、

埼
玉
県
宮
代
町、

さ
い
た
ま
市
で

も
同
様
の
調
査
が
行
わ
れ
て
い
る。

(
注
3)

秦
野
市
公
共
施
設
再
配
置
計
画
担

当
志
村
高
史
氏
収
集
デ
1
タ
よ
り
作
成
し
た

も
の
で
あ
る。

(
注
4)

秦
野
市
の
公
共
施
設
再
配
置
に
関

す
る
方
針
案
(
2
0
1
0
年
8
月)

で
は、

公
共
施
設、

道
路
・

橋
り
ょ
う
の
今
後
初
j

初
年
間
の
年
平
均
更
新
投
資
額
は、

直
近

5
カ
年
平
均
投
資
額
(
普
通
建
設
事
業
費
・

4
・

7
億
円)

の
0・
4
1
0・
5

倍
に
相
当

す
る。

つ
ま
り、

従
来
通
り
の
公
共
投
資
を

続
け
る
た
め
に
は
1・
4
1
1・
5

倍
の
予

算
が
必
要
に
な
る。
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